




































































































































8，112 37 969 7，061 45 農林部　　L372（14．6）
系統分 （86．1） 土木部　　5，734（60。9）
そ　の　他 27 27 農林部の事業量拡大に伴うかさあげ等
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補　　助　　負　　担　　率 1984→1987 1986→1987 1984→1986区　　分 59 60 61 62 金　　額 金　　額 金　　額
生活保護費 8／1Q 7／10 了／10 7／1G △910，300 △945，000
老　人　福　祉
{設保護費 8／10 7／10 5／10 5／10△595，410 △614，790身体障害者
ﾛ　　護　　費 8／10 7／10 5／10 5／10△292，758 △281，739
児童保護費 8／10 7／10 5／1⑪ 5／10 △695，187 △681，475
???????
特別障害者
闢幕虚t費 8／10 7／10 7／10 7／10 △19，550 △31，092
失業対策事業費 2／3 6／10 1／2 1／2 △18，173 △36，634
高等学校定時制




2／3 6／10 5．5／105．25／10 △20，600 △3，100 △34，496
交通安全施設
ｮ　　備　　費
2／3 6／10 5．5／105．25／10 △14，000
土　地　区　画
ｮ理事業費 2／3 6／10 5．5／105．25／10 △52，417 △9，250 △86，450
???????
街路事業費 2／3 6／10 5．5／105．25／10 △51，850 △9，150 △80，733
公　立　学　校





































































































































































札　　幌　　市 20．7 21．4 22．0
横　　浜　　市 9．8 9．6 9．2
川　　崎　　市 12．1 12．3 11．8
名　古　屋　市 9．6 9．5 9．1
京　　都　　市 28．5 29．1 28．8
大　　阪　　市 23．6 232 22．1
神　　戸　　市 21．4 2L4 21．3
広　　島　　市 7．9 8．2 7．5
北　九　州　市 39．1 37．3 34．5




市　町　村　名 1984年4月 1985年4月 1986年6月
岡　　山　　市 16．9 15．8 15．1（17，5）
倉　　敷　　市 15．6 15．4 13，6（15．3）
津　　山　　市 6．9 6．0 5．7
玉　　野　　市 5．0 4．8 4．4
笠．　岡　　市 8．0 7．1 6．6
井　　原　　市 5．3 4．7 4．4
総　　社　　市 7ユ 7．2 6．4
高　　梁　　市 14．7 14．8 12．4
新　　見　　市 12．4 13．1 12．1
備　　前　　市 9．4 1Q．7 10．Q



















































































































































町　　　村 30 316 710 780 511 19548 142，604
市町村計 31 410 1，043 952 555 202 48 143，255
合　　　計 31 414LO69 968 556 202 48 143，302
注）自治省資料による。公債費充当一般財源の一般財源総額に占める比率の分布状
　況を示す。
（25）例えば，r日本経済新聞』1986年9月29日号，及び1986年11月25日号参照。
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1033団体に拡大し，地方財政の硬直化が著しく進んだ（第24表）。“円高デフ
レ”の影響で，鉄鋼・造船など素材型・装置型産業の不況の深刻化とあわ
せ，自動車，電機などの輸出産業を抱える府県の法人関係税（法人事業税と
法人府県民税，法人市町村民税）の税収減が問題とされるに至っているので
ある。
　いずれにしても，高齢化社会の進展の中で現代福祉国家の財政課題は益々
大きくなりつつある。とくに，都市自治体における高齢者及び不安定就業者
の生活問題，さらには治安問題は，外国人労働者問題を含めわが国でも漸次
構造化し都市自治体にビルト・インしており，これを国家が財源保障してゆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドくことは，現代福祉国家の基本課題の一つとなっているのである。国庫補助
負担金の改革問題は，補助金の改廃が自治分権化といった政府間関係の改革
への現代的課題に応えるものとみられながらも，現状では，その負担率の切
り下げは直接都市自治体に影響し，現代福祉国家の根幹をゆるがす問題と
なってきている。欧米のような包括補助金化（block　grant）に照応する国庫
支出金の全面的な改革が当面望めないわが国では，それは，とくに都市問題
の深刻化との関連で益々矛盾を深めざるを得ないといえよう。現下のわが国
政府間関係における国庫補助負担金の改革問題は，都市問題に対応する欧米
の事例との比較検討の中で，また現代福祉国家の社会政策展開における歴史
的脈絡の中で把握され，展望されてゆかねばならないのである。
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